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福祉保健局総務部企画課 
電話 03-5320-4019 

 
東京都社会福祉審議会・第６回｢これからの福祉｣検討分科会（拡大）の審議結果 

 
１ 開催日時 
  平成 16年４月 27日（火）午前 10時 00分から正午まで 
 
２ 場所 
  東京都庁 第１本庁舎 33階 特別会議室Ｓ６ 
 
３ 出席者 
 
  分科会長    高橋 紘士   立教大学コミュニティ福祉学部教授 
副分科会長   野村  歡   日本大学理工学部教授 
 委員     今井 通子   東京女子医科大学非常勤講師・登山家 
 委員     大橋 謙策   日本社会事業大学社会福祉学部教授 
 委員     大道 久    日本大学医学部教授 
 委員     大本 圭野   東京経済大学経済学部教授 
 委員     小口 芳久   慶應義塾大学医学部教授 
 委員     唐澤 祥人   東京都医師会長 
 委員     小林 良二   東京都立大学人文学部教授 
 委員     田端 光美   日本女子大学名誉教授 
 委員     手塚 和彰   千葉大学法経学部教授 
 委員     新村 保子   住友生命総合研究所常務取締役 
 委員     平川佐保子   日本語教師（公募） 
   委員     藤井 俊郎   会社顧問（公募） 
委員     三浦 文夫   武蔵野大学名誉教授 
委員     南   砂   読売新聞社編集局解説部次長 
委員     三宅  亨   東京都社会福祉協議会副会長 

   委員     渡辺 光子   東京商工会議所女性会常任理事 
  臨時委員    武田 雅弘   株式会社ベネッセスタイルケア 
                  チャイルドケア事業部長 
   



４ 議事 
  １ 開会 
  ２ 審議事項 
  （１）「意見具申」（案）について 
  （２）その他 
  ３ 閉会 
 
５ 議事録 

午前１０時０３分 

○梶原計画調整課長 本日はお忙しい中ご出席をいただきましてありがとうございます。 
開会に先立ちまして、事務局より委員の皆様の出席につきまして報告をさせていただ

きます。本拡大分科会の委員総数は２６名でございます。そのうち本日、所用のために

欠席の報告をいただいております委員の方々は、大澤委員、執行委員、白石委員、中村 

委員、平岡委員、本澤委員、渡邉潤子委員の７名でございます。したがいまして、本日

出席予定の委員の方は１９名となりますので、定足数に達することを報告させていただ

きます。 
続きまして、お手元に会議資料を配付してございますので、ご確認をお願いしたいと

思います。 
まず、資料「これからの社会福祉について（案）～東京都社会福祉審議会意見具申～」

でございます。続きまして、参考資料「意見具申（素案）」でございます。具体的には、

「意見具申（素案）」というのが最終的な文章の形にしてございまして、それをまとめた

形というのが、お手元の「これからの社会福祉について（案）」でございます。 
本審議会の事務局側職員につきましては、４月に人事異動がございました。お手元に

配付の東京都社会福祉審議会幹事名簿及び同書記名簿のとおりでございますので、よろ

しくお願いいたします。 
なお、当審議会の議事録は、東京都のホームページに掲載され、インターネットを通

じて公開されますので申し添えます。 
では、分科会長、よろしくお願いいたします。 
○高橋分科会長 お足元の悪い中、お越しいただきまして大変ありがとうございました。

１５年の３月の第５０回のときに、意見具申をまとめるという方針をいただきまして、

その後、この分科会及び起草委員会で、かなり集中した議論をやらせていただきまして、

とりあえず素案という形で文章化したものを取りまとめさせていただきました。なお、

まだまだ未完成なところも多々あるわけでございますし、それから、概念とか言葉遣い

等についても、不行き届きというか、詰め切れていない論点も多々あるのですが、ここ

で検討分科会の拡大委員会という形で開催させていただいて、忌憚のないご意見をいた

だき、そして、それを踏まえてもう一度起草委員会で練り直してという、そういう手順



で、あえてここでとにかく一度ご検討いただこうということで素案を用意して、ご検討

に供したいということで用意をさせていただきました。そんなことでございますので、

きょうは忌憚のないご意見をいただき、そういう意味では、まだバージョン零点幾つと

いう感じでございまして、これがバージョンアップできるような形での方向づけをいた

だくということが、きょうのお願いしたいことでございます。そんなことで、ひとつよ

ろしくお願いいたします。 
それでは、事務局のほうから、資料に基づきまして説明をしていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 
○梶原計画調整課長 それでは、私のほうからご説明をさせていただきます。 
「これからの福祉のあり方について（案）」というレジュメ編と、「意見具申（素案）」

目次の両方を見ながらお願いしたいと思います。 
まず、素案のほうを中心にお話をさせていただきたいと思います。１ページをおあけ

いただきますと、はじめにということで、ここについては、今期の課題ということでご

ざいます。今期は、平成１５年３月１８日に開催された第５０回審議会において、これ

まで本審議会が答申してきた「地域福祉の推進」という基本的な考え方を踏まえながら、

東京都におけるこれからの福祉のあり方を検討し、その実現に当たっての課題について

整理し、意見を具申することとしたということでございます。 
これまで、審議会の中で地域福祉ということは、国に先駆けてといいますか、さまざ

まな議論をなされたところでございます。その流れについて、６１年答申から、その後

の環境の変化を踏まえた平成６年答申、平成８年の中間答申、平成１０年の最終答申と

いう形で流れを書いてございます。 
その上で、２ページでございますけれども、本意見具申ではということで、これまで

の答申、あるいはその後の社会福祉をめぐる状況の変化を踏まえて、都民の自立を支え

るしくみの実現に向けて、介護保険制度の導入により形成された「福祉サービス市場」

の現状と課題を整理したうえで、すべての福祉分野を視野に入れ、福祉サービス市場の

健全化を図るとともに、分権の時代にふさわしいこれからの「地域における福祉のしく

みづくり」についてまとめようということの考え方を、はじめにでは書かせていただき

ました。 
次の第一章ということで、第一章につきましては、これまでの福祉サービスをめぐる

状況とこれからの福祉ということで、第１節は福祉サービスの提供システムの改革でご

ざいます。 
福祉サービス市場は、自由市場、疑似市場と言われますが、介護保険制度が始まって、

福祉サービス市場というものが高齢者分野を中心に成立をした。それから、福祉サービ

ス提供主体の多元化というところでございますけれども、ここも、在宅の分野でござい

ますけれども、介護保険における在宅サービス分野では株式会社の参入が進んでいる。

あるいは東京都における認証保育所に見られるように、保育分野についても多様な提供



主体というものが入っています。認可保育所においても主体制限は撤廃されています。 
その上で、４ページ、福祉サービスの「利用者」像の変化ということでございます。

福祉サービスの利用者像の変化というものが、措置制度から契約制度に変わる中で、「限

られた人のための給付」、何らかの公的な支援を必要とする社会的弱者というところから

変わってまいりました。その上で、ここでは、これまでの「対象者」という立場から、

自己責任のもとで必要なサービスを自ら「選択」し「利用」する、いわば「消費者」に

なったと言えるというふうに書いてございます。 
福祉サービス市場の活用ということで、これからの福祉を考える上では、この「福祉

サービス市場」をいかに整備し活用していくかが重要な課題である。ただ、もちろん福

祉サービス市場というのが、その利用者の特性、提供されるサービスの内容・特性もあ

って、一般の財・サービスが流通する市場とは異なるものでございます。 
また、５ページでございますけれども、契約制度に移行したとはいえ、公的援護とし

ての「措置」制度に基づいて提供されるサービスも残っております。また、公的扶助と

いう部分では、行政の責任のもとに実施していくということは、改めて言うまでもない

ことでございます。 
このことを踏まえた上で、第２節は、東京都の取り組みと国の動きというのを押さえ

てございます。東京都のところでは、これまでの福祉改革推進プラン、あるいはＳＴＥ

Ｐ２の流れ、それから、国の動きについては社会保障制度改革ということで、さまざま

な改革が検討をされてございます。 
５ページから６ページに書いてございますけれども、一番後ろをごらんいただきたい

のですが、参考ということで国の動向というのを別紙でつけさせていただいてございま

す。これは、参考資料という形で最終的にはつけさせていただきたいと思いますが、介

護保険制度の見直しの動向、それから、次世代育成支援という形で次世代育成支援対策

推進法、あるいは児童福祉法の一部改正、それから、幼保一元化の検討等でございます。 
それから、障害者の地域生活支援の在り方に関する検討会、その他社会保障審議会と

いうことでは、今、国会にかかっておりますけれども、年金の問題、それから医療保険

の問題、さまざまな改革が行われている。それから、規制改革ということで押さえてご

ざいます。その他、地方自治制度についても、第２７期の地方制度調査会ということで、

合併も含めた基礎的自治体の在り方ということで、そういう意味では非常に大きな社会

福祉制度改革、社会保障制度改革だけではなくて、さまざまな改革の動きを踏まえる必

要があるというのが６ページまででございます。 
その上で７ページ、これからの福祉でございます。これからの福祉で押さえるべきポ

イントというのを最初に書いてございます。それは、大きく言うと３点でございますが、

まず１つは人口減少社会の到来、いわゆる少子高齢化と言われておりますけれども、高

齢者問題というのが実は人口減少社会という問題である。その中でも東京というのは、

高齢者の絶対数の増加と子供の数の減少、こういう少子高齢化という現象が先鋭的にあ



らわれている。これは大都市圏のプログレムという問題になるかと思います。 
それから、２点目としては社会保障制度改革の必要性ということで、今までの制度、

枠組みというのが、人口の増加、あるいは経済成長というものを前提につくられている。

これが、これまでの経済のしくみや市場規模など、社会構造を大きく転換させる。持続

可能なものにするためには、この構造変化に対応した制度改革に取り組んでいく必要が

あるというのが８ページのところで押さえてございます。 
３つ目が東京都の特性であります。先ほど人口減少社会のところでも申しましたけれ

ども、東京の特性ということでは、大都市東京と地方では社会状況、経済状況が異なっ

ている。それが８ページから書いてございます。 
１つは、サービス利用者の特性ということで、三世代世帯の割合が低い。あるいは一

人暮らしの高齢者の割合が高い。一方で福祉ニーズが集中している。購買力が高い。 
２つ目として、サービス提供主体の特性ということで、サービス産業が集中している。

多様なＮＰＯ団体が活動をしているというところでございます。 
それから、９ページにまいりまして、その他の特性ということで、地価が高い。それ

から、地域の人間関係が希薄である。少子化の傾向が顕著である。こういうさまざまな

東京都の特性を踏まえる必要があるだろう。そこで、ニーズと提供主体という部分で書

いてございます。 
１つは、保育の社会化、介護の社会化のニーズが高い。あるいは福祉サービスの事業

展開に当たっては多額の初期投資を要する。そのため、施設あるいは痴呆性高齢者グル

ープホームなど、地域におけるケア付き住まいの整備も遅れている。また、１住宅当た

りの延べ床面積も小さい。一方で、福祉サービスの提供主体となる多様な事業者の確保

が可能である。 
もう一つ、東京というのは大都市と言われますが、区部、多摩地域、島嶼地域という

ことで多様な地域特性を持っている。こういうことを踏まえる必要があるだろうと、こ

ういうことでございます。 
その上で、これからの福祉というのが１０ページからでございます。１０ページにつ

きましては、改めて、これまでの社会福祉審議会の中での地域福祉の推進に向けての検

討というのをまず押さえてございます。 
それから、今申しました人口減少社会の中で措置制度から契約制度へ変わってきた。

それから、福祉サービスの普遍化・一般化と、それに伴う対象者の増大ということで、

福祉サービスの提供のしくみに変化をもたらした。１１ページでございますけれども、

東京が有する特性にも十分留意しなければならないということで、今申しました３つの

点をここでもう一回おさらいをした上で、２つの方向性というのを書かせていただいて

おります。１つが、第１の方向性ということで、福祉サービス市場の活性化と整備。「福

祉サービス市場」の活用ということで、福祉サービス市場においては、市場原理を活用

することで多様な事業主体が福祉サービス分野に参入し、競い合いながらサービスの質



と量の向上を図ることが期待されるということで、市場を活用する。一方で、当然、福

祉サービスというのは対人サービスであり、すべてのサービスを市場に委ねることは困

難であり、市場ルールの確立、あるいは利用者保護、利用者支援のしくみづくりを進め

ることが必要であるということが１つであります。 
もう一つは、第２の方向性ということで、「地域」におけるしくみづくりということで、

利用者のニーズをサービスに結びつけるための、「地域」におけるしくみづくりというこ

とです。これまでの「地域」という言葉を、ここでは２つに整理をさせていただきまし

た。１つは「地域における福祉」、すなわち、これは従来どおりですけれども、地域の中

で提供されている福祉サービスと「地域で行う福祉」、つまり、区市町村が地域で実施す

る福祉施策という２つの意味で用いられてきた。その上で、この中では次のように整理

したということで、１つは、地理的・空間的な意味での「場（フィールド）としての地

域」ということと、行政単位としておのおのの自治体が政策を実施する「しくみ（ガヴ

ァナンス）としての地域」という２つに分けてございます。 
地理的・空間的な「場（フィールド）としての地域」とは、福祉サービスの利用者が

生活を営む場であり、さまざまなサービス提供主体が活動を行う場ということで、その

主役は住民であり、コミュニティであり、ＮＰＯや営利企業も含めた事業者であって、

行政も含めて、地域で活動するさまざまな主体がフィールドを構成している。 
一方、行政単位として各々の自治体が政策を実施する「しくみ（ガヴァナンス）とし

ての地域」においては、区市町村は、政策を立案し施策化する地方政府である。その際、

住民、コミュニティ、ＮＰＯや事業者等は、自らのニーズに応じた政策が実現されるよ

う、政策形成過程や政策実施に対して意見を述べ参加するという形で登場する。その２

つの場（フィールド）としての地域と、しくみ（ガヴァナンス）としての地域をつなぎ、

今後、福祉サービスに対するニーズを新たなサービスに結びつける。そのために、行政、

住民、コミュニティ、そして多様な事業者などが共生し、協働していくことが必要だと、

大きく言って市場の活性化、それから、地域におけるしくみづくりというのをここで整

理をさせていただきました。 
第二章が市場の活性化と整備でございます。 
最初、市場原理ということで、これは一般の財・サービス、「市場原理とは」という定

義をした上で、１３ページの下でございますけれども、福祉サービス市場の特性という

ことで何点か書かせていただいております。福祉サービスの対人サービス、それから、

情報の非対称性、あるいはサービス価格が「公定価格」であって、また「利用限度額」

が設けられているなど、いわゆる「疑似市場」であること等々、何点か書かせていただ

いております。その上で、１４ページでございますけれども、市場原理の長所を生かし

ていくためには、こうした特性があることを考慮し、福祉サービス市場の活性化を図る

とともに、市場ルールの確立や情報提供など、利用者保護、利用者支援のしくみづくり

を進めることが必要であるということで、第２節は、まずその活性化という前半のほう



をまとめてございます。 
多様な事業者が市場へ参加できることということで、４つでございます。１つは、現

在、在宅サービス、施設系のサービスは行政または社会福祉法人に限定されております

けれども、今後、さらなる規制緩和が必要ではないか。 
それから、信用供与ということで、中小企業あるいは中小事業者、ＮＰＯ法人等地域

のニーズに応じた「新しいサービス」の創出に取り組む事業者に対して、信用供与とい

うことが必要ではないか。それから、適切な公定価格、これは東京の特性というものを

踏まえた設定が必要ではないか。 
４つ目が、現在は公的サービスのメニュー、これは介護保険を最も念頭に置いており

ますが、基本的には国が政令で定めております。これを、サービスのメニューについて

は、地方分権の視点から地域の実情に応じて自治体自らが採用できるしくみに改めるべ

きだということです。 
それから、大きな２番目が、「競い合い」を促進することということで、１５ページで

４点書いてございます。 
１つは競争条件の整備ということで、よくイコールフィッティングと言われますけれ

ども、この競い合いの条件整備ということが必要である。２番目が、経営基盤の弱い事

業者に対する支援でございます。それから、社会福祉法人の経営改革に対する支援。そ

れから、成功事例の収集・普及ということで、新たな取り組みを汲み上げ、普及させる

しくみというのが４つでございます。 
それから、活性化するための第３ということで、不適正な事業者を市場から排除する

ということで、ここでは２つ書いてございます。指導・検査体制の充実・強化というこ

とと、事業者指定のしくみの改善・罰則の強化でございます。 
次が、一方での利用者保護、利用者支援のしくみづくりということで、ここでは大き

く４点書いてございます。１つが選択のための情報の十分な提供、これは、前回の審議

会でいただきました意見具申が、情報という形でございますけれども、情報の総合的・

一体的な提供、それから、第三者評価あるいは苦情関連の情報、それから、情報を入手

しにくい人々への配慮ということでございます。 
それから、２つ目が契約支援のしくみの活用ということで、ここでは成年後見制度、

それから、福祉サービス利用援助事業のことについて触れてございます。１７ページで

ございますけれども、制度周知と相談窓口等の整備、地域のネットワークの形成と人材

の確保・育成、それから、現行で持っている成年後見制度の限界というのがございます

ので、制度改正のための働きかけでございます。 
それから第３、市場内ルールの確立ということで、利用者保護をするための市場内ル

ールの確立を書いてございます。現行の消費者契約法の問題に触れた上で、１８ページ

でございますけれども、「私法上の権利」としての法的位置づけの不十分さを踏まえて、

福祉サービスの利用者ということで、情報量・交渉力に格差が大きいことを踏まえて、



市場内ルールの確立を３点書いてございます。サービスへのアクセス権・平等原則、事

業者の注意義務、それから、情報提供義務、助言義務、書面交付義務の３点を書いてご

ざいます。 
それから、苦情対応や権利擁護のしくみを整備すること、これについては、既にサー

ビスを受けた後に、現在、都ではこういう苦情対応や権利擁護については、区市町村が

総合的、一体的に行う体制づくりを進めてございます。こうした取り組みを一層進めて

いくことが必要であるということでございます。その際には、１つは第三者性の確保、

専門性の確保、それから、地域での連携体制の整備ということで３点を書いてございま

す。 
次からが２つ目の方向性の地域におけるしくみづくり、「場（フィールド）としての地

域」ということでございます。先ほど申しました定義というのを改めてここで繰り返し

た上で、フィールドとしての地域というのは、福祉サービス利用者が暮らす場所であり、

福祉サービスの提供主体が事業を展開する場所である。そこでは、ニーズの発見、新た

な事業への取り組み、個々の利用者や事業者に対する支援等が行われている。こうした

「フィールドとしての地域」において、以下のような取り組みを進めていくということ

で、１つはニーズの発見の場であります。 
現在、ニーズというのは、利用者の要望、相談、苦情等を通じて提供主体や行政に提

示をされておりますけれども、痴呆性高齢者や知的障害者など判断能力が不十分なため

にニーズを表明できない方、あるいは地域の中で孤立している一人暮らし高齢者も存在

しております。こうした潜在的なニーズを含め、早期に発見し、行政につなぐしくみを

地域の中に構築することが必要であるということが第１点目でございます。 
その具体的な例ということで、現在、都内で行われているニーズ発見の取り組み事例

というのが、２１ページの足立区、品川区、西東京市などの見守りネットワーク、ある

いはあんしんネットワークという事例を挙げてございます。 
次は新たな事業への取り組みの場ということで、従来のサービスの利用者は、行政が

決定したサービスをただ享受するだけの存在であったが、これからの福祉サービスの利

用者は、サービスを自ら選択し、利用する主体的な存在ということで、フィールドにお

いて発見した利用者のニーズに対応して新たなサービスを提供し、そのサービスを工

夫・改良する。こうした新しいサービス、質の高いサービスを地域全体に広げていくし

くみが必要であるということで、その取り組み事例を３点書いてございます。 
次は２３ページでございますけれども、利用者や事業者に対する支援ということで、

１点は、先ほど申しましたけれども、利用者に対する支援、個々のしくみ、もう一つは、

福祉サービス提供主体が質の高いサービスを継続的に提供するしくみ、この支援等の取

り組み事例ということで、品川区の成年後見センター、あるいは多摩市の福祉オンブズ

マン、それから、ナレッジバンク等提供事業者に対する支援ということで例を挙げてご

ざいます。 



２４ページからは、第２節ということで、ガヴァナンスとしての地域における取り組

みであります。しくみとしての地域でございますけれども、これは、「場」において展開

されるさまざまな活動や、その活動主体の状況を踏まえ、それらを支援・発展させるた

めの機能を持っているということです。 
従来、サービスの提供主体は区市町村であったわけです。その福祉サービスを必要と

する人々やニーズに関するさまざまな情報というのは、区市町村が総合的に把握・集積

することが可能な体制であった。しくみの機能、あるいは場においても、しくみにおい

ても、中心的な主体は区市町村であった。今後それを変えていく必要があるということ

であります。 
次の２５ページでございますけれども、フィールドの状況に即した政策を地域で展開

していくためには、政策を形成・実施するガヴァナンスに、住民、コミュニティ、事業

者等さまざまな主体が参加し、行政と協働していくことが不可欠である。言い換えれば、

行政が行っている計画の策定や福祉施策の立案から施策の実施、進行管理、評価といっ

たさまざまな過程に、住民をはじめ地域で活動している主体が参加していくことが求め

られている。 
一方、区市町村はということで、利用者のニーズを確実に汲み上げるために、住民の

ニーズに横断的に対応できる体制を整備する。あるいは福祉施策だけではなくて、教育、

雇用、住宅などさまざまな分野にわたり、総合的・包括的な施策を行っていくことが必

要である。 
また、福祉施策においても、現在、対象者別に提供されているものを、サービスの種

類に重点が置かれる場面も多い。これを、さまざまなサービスを包括的に提供できるよ

う、これまでの分野別のサービスのあり方を再構築し、総合的にサービスを提供できる

体制を整備していくことが必要であるというふうに、しくみ、ガヴァナンスの取り組み

というのをまとめてございます。 
その上で、「場（フィールド）」と「しくみ（ガヴァナンス）」をつなぐ機能ということ

で、２つ挙げてございます。１つは、「場」で得られた利用者のニーズや、事業者が展開

する多様な取り組みや活動に関する情報を「しくみ」に伝える機能、あるいは「しくみ」

に伝えられた情報を分析、活用した上で施策化し、「場」に新たなサービスとして普及・

拡大させる機能という２つでございます。この２つの「場」と「しくみ」を結ぶ担い手

ということで、そのためには人材の確保、ネットワークの形成が必要ということで、３

点書いてございます。 
１つは、２６ページでございますが、地域における活動の中核を担う人材、それから

２つ目が地域に根ざした地方公務員、３つ目が地域の社会資源を活用したネットワーク

の構築ということでございます。 
２８ページからが、この２つの方向性を受けた上での東京都及び区市町村の役割とい

うことでございます。 



行政の果たすべき役割はということで２つ書いてございます。サービスの量の確保と

いう観点から、福祉サービスの供給基盤を整備すること、それから、サービスの質の確

保という観点から、利用者が安心してサービスを利用し、選択できるようなしくみをつ

くっていくこと。その上でということで５点書いてございます。 
１つは事業者間の「競い合い」のあるサービス基盤の整備、２つ目が利用者保護、利

用者支援のしくみを地域の中に整備する、３つ目が、「場としての地域」で提供されてい

るサービス全体を視野に入れた施策の展開、４つ目が、２９ページでございますけれど

も、地方分権の時代にふさわしい、総合的な社会施策の展開、５つ目が、「場」と「しく

み」をつなぐ機能を活用した施策の展開ということでまとめてございます。 
なお、第２節の区市町村の役割、それから、第３節の東京都の役割につきましては、

ポイントという形で書いてございまして、この文章としては、まだスケルトンというこ

とでご理解をいただければと思います。区市町村の役割というところでは、社会福祉関

係８法改正以来の流れを踏まえた上で、区市町村の持つ役割というのをここでは３つ書

いてございます。それから、東京都の役割では、広域自治体として区市町村に対する支

援をはじめ、ここでは４つという形で書いてございます。 
私のほうからの説明は以上でございます。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。後半のほうについては、まだスケルトンとい

うことでございます。前半については、５月の時点で委員長メモというものを、委員長

である三浦先生のほうからいただきました。福祉サービス市場という概念を少し深めて

検討するようにというメモをいただきまして、それに沿いまして、いろいろな形で現在

の政策動向を踏まえながら概念整理をし、そして、それを具体化する意味で、これも地

域福祉ということで東京都がずっと取り組んでおりました、そういうあり方について、

介護保険を中心として福祉サービス市場が急速に拡大をしてまいったわけでございまし

て、そこら辺のことを踏まえながら、福祉サービス市場を視野に置いた地域福祉とは何

だろうかというようなことを考えてみようということで、少し議論を展開したわけでご

ざいます。 
そこで、従来からいろいろな議論がございましたが、それをあえて「フィールド」と

「ガヴァナンス」という２つの視点を提示いたしまして、その統合ということを考えた

わけでございますが、概念が十分練り切れているとは私は思っておりません。ただ、こ

ういう発想をとにかくお伝えして、少し議論をしていただく。そういうことを踏まえて、

さらにこれを練り上げていく、そういう作業が必要かと感じまして、こういう形でご検

討をお願いしたということでございます。これは、従来の東京都の審議会の答申、それ

から、東京都が取り組んでまいりました福祉改革プラン等の動向、それから、国のさま

ざまな動向を踏まえたものを、これからの東京都における福祉のあり方という形で整理

をし直したという、そんな形でございます。 
国のほうの動きも、このところ急ピッチで動いておりまして、いろいろ見定めなけれ



ばならないこともございますが、それはそれとして、ここでまとめられる限りのものを

まとめて、より完成度の高いものにしていきたい。そんなことでございますので、これ

は初めに申し上げたことの繰り返しでございますが、いろいろな立場から皆様にご意見

をちょうだいしながら、論議としてまだまだ不十分なものが多々あることを、事務局と

もども起草委員会として承知をしておりますので、今後の起草委員会の作業の中でそこ

ら辺を深めるように、あるいはここら辺はどうなのか等々を含めていろいろなご意見が

おありかと思いますので、どうぞご自由にご意見をいただけたら幸いでございます。 
少し総括的にご感想なりをいただき、それから、個別的にそれぞれの内容に立ち入っ

たご質問、あるいはご意見等、これはいろいろなレベルがあろうかと思いますので、ど

うぞご自由に、まずは総括的なご指摘をちょうだいできたらと思っております。どうぞ、

お気づきのところからご指摘をいただければと思います。 
起草委員のほうから、何か補足とか、そういうものがございますでしょうか。 
○今井委員 感想でいいですか。 
○高橋分科会長 どうぞ。 
○今井委員 総括的なことなんですが、全体を拝見していると、ボリューム的に絶対的に

多いのが高齢者なわけで、今後もそれが一番増えるであろうということからすると、高

齢者に対する福祉に話が全体的に寄っても不思議はないとは思うんですが、今、２０代

か３０代ぐらいのところに、一瞬、いわゆる知的障害者、それから脳性麻痺などの身体

障害者も含め、たしか、ちょっと寄っているボリュームの部分があったような記憶があ

るんですね。そういうことも考えますと、今後、そういう人たちも高齢化していくとい

う形と、それから、今は長寿社会で元気な高齢者が７０％ぐらいですが、その２０代を

育てている人たちが上に上がってきたときに、彼らの親御さんが長生きなのかというと、

それはどうかわからない部分もある。だから、簡単に言うと、高齢者だけではなく障害

者、特に障害児には目が行っているんですが、成人になっている障害者に目が行ってい

ない部分というのが何となく文面から見えてくるところがある。 
ただ、ここにすごくおもしろいことが書いてあったなと思ったのは、２５ページの上

から３つ目の○なんですが、現在のサービスは、高齢者、障害者、子どもなど対象別に

提起されている。けれども、利用者側の視点から見た場合、「高齢者」であるか、「障害

者」であるかではなく、「自分の生活にとって必要か否か」、まさにそこの部分なので、

ここを少し膨らませるといいなという気がします。 
例えば突拍子もない例なんですが、高齢者施設をどんどんつくっていますけれども、

そこに入っていらっしゃる方の介護グレードというのは、必ずしも高齢者の介護グレー

ドではなくて、障害者介護グレードにも当てはまるわけだから、その施設を障害者の人

たちも利用できるような形に持っていくアイデアがあったらいいなみたいなことが書き

込んであると、高齢者向け、高齢者向けだけではない形になるのではないかと思うんで

す。以上です。 



○高橋分科会長 ありがとうございました。今のご指摘を踏まえて少し精査をしてみたい

なと思いますが、基本的には、高齢者というよりは、ロングタイムケアといいましょう

か、そういうものを必要とするために、今、介護保険の動きもまさにそういうふうにな

り始めているので、そこら辺で、ここで出した議論をどういう形で整理し直すか、それ

から、最近、障害の議論をしておりますと、もう単なるケアでは済まなくて、さまざま

な社会参加、それから、社会が担う援助とは何だろうかということが、障害者の皆さん

の指摘から言えば、これは高齢者ケアとは違うんだと、そういう言い方で指摘をされて

いるんですが、私は、必ずしもそうではないと。むしろ高齢者にも共通かなと思ってい

るんですが、ただ重点の置き方は大変違う。 
そうなりますと、ここ辺がなかなか悩ましいところで、最適なケアということになる

と、それは、単にいわゆる従来の措置型の福祉ではとてもカバーできないとなると、そ

こら辺はどういうふうに考えていくのか。選択を支えるための資源配分ということにな

りますと、これは行政の機能だけではとてもできない。それから、対人的なサービスだ

けではなくて、それを支えるさまざまな、所得保障も含めて社会保障のしくみにまで及

んでいくというふうに思って、そこら辺の整理を、国もまだ十分整理し切れていないと

いう感じがございますので、そこら辺はぜひテーマとさせていただきたいと思っており

ます。 
どうぞ。 

○大橋委員 どうもご苦労さまでした。この間ずっと参加していないので、全体の状況が

よくわからないのですが、この専門分科会をつくるときに全体会をやったときに、果た

してこれでいいんだろうかという意見をあえてさせていただきました。そしてその懸念

が、今回いろいろご苦労いただいたのだろうと思いますが、大変私にとっては気になる

内容だなというふうに率直に思います。 
もちろん東京都の福祉改革の推進の動向もありましょうから、審議会だけでとらえる

わけにもいかないかもしれませんが、今回の問題は、諮問、答申というスタイルではな

くて、意見具申ですよね。意見具申というのは、社会福祉審議会が主体的に問題を把握

して、問題提起をするという立場ですから、当然、社会福祉審議会のスタンス自体が問

われるわけですね。このスタンスが問われるし、逆に言えば、都民に対してどういうメ

ッセージを出すのかということが問われるわけなんですね。 
そうすると、今回のこの素案は何をメッセージとして出すのか、福祉サービス市場の

健全な発展ということに関してのメッセージなのか、それとも地域福祉のあり方という

ことも含めたメッセージなのか、二兎か三兎を追っているのではないかと思っておりま

して、その辺の整理がまず１つ大きいかなという気がするんです。 
その上で、もし福祉サービス市場の健全な発展というものをメッセージで出すのだと

すれば，それはもう少し細かな論議をしておく必要があるんじゃないかと思っています。

これは、かつて新村委員なんかと一緒にやったときでもあるわけですが、社会サービス



と福祉サービスと、いわゆる措置的にやらなくちゃいけない部分と、社会福祉の分野は

３つある。多分、三浦先生が言われた委員長メモというのは、単なる市場原理に基づい

て自由に選択、利用できる、そんなきれいごとでいかないよということがあるんだと思

う。我々は、既に東京都の委員会でそういう問題提起をしているわけですね。つまり、

サービスを利用したくてもサービスがないから、すべての人が必要なときにサービスを

利用できるような社会サービスで一般を広く開発していけという側面と、その中である

一定の原理に基づいて、制度として福祉サービスを確立しなければいけないよという部

分と、もっとより行政が関与しなければ、その方々の生活は成り立たない部分があるよ

という３つの分け方をして、少し福祉改革のあり方を考えることが必要だというのを、

今から１０年ぐらい前に問題提起をしているわけです。 
今回、その流れからするならば、もう少しそこを膨らませて、介護保険とか支援費制

度が入ってきましたから言いますと、例えばサービスが自由に選択できないから、横並

び的に選択できるしくみをつくれということと、それから、介護度なり養育度の必要性

に応じてサービスが利用できるしくみをつくれということと、それから、サービスを利

用したいにもかかわらず、経済的に負担できないから、あるいは情報を知らないから利

用できないという問題と、幾つかのレベルが違う。その全部を押しなべて、競争原理に

基づいてサービスを利用できるというふうな論議だけでやるというのは非常に問題では

ないか。それならば、何も社会福祉なんていうことは歴史的になくてよかったわけで、

社会福祉が歴史的にいろいろな問題を抱えながらやってきた意味というものを考えると、

社会の一般的な原理にそぐわない何らかの問題を抱えている人に対する援助としてあっ

たということの持つ意味を、やっぱり忘れてはならないのではないか。そこのところが

ちょっと読み取れないということが１つあるんです。 
それから、同じ福祉サービス市場の健全な発展のあり方を考えるとして、例えば今回

のものは、介護、保育、支援費という言葉は出てきますが、主に介護を想定されている

のだろうと思います。例えば大阪府の地域福祉課なんていうのは、コミュニティビジネ

スで随分いろいろなビジネスを開拓しているんですね。福祉サービス市場ということで

言うならば、私は、もっと新しいコミュニティビジネスを開拓したっていいのではない

だろうかと。そういうことはほとんど書き込まれていないわけです。 
例えば東京都の労働経済局の管轄でやっている生活衛生同業組合法の改正が２０００

年に行われて、それに伴って商店街だとか生活衛生同業組合がもっと地域の障害者、高

齢者のためのサービスを提供すると書いておいて、それに基づいて大阪府などは経済部

局と福祉部局が合同でコミュニティビジネスの開発をしているわけですね。これは、武

蔵野市のテンミリオンハウスの実践が紹介されていますから、全く目配りしてなかった

とは言いませんけれども、もっと私などは、そういうものに目配りしてもよろしいので

はないだろうかと。そうじゃないと、みんな大型スーパーに、車で行かれる人、歩いて

行かれる人はいいけれども、行かれない高齢者、障害者の人たちは、身近な商店街で買



い物をしなきゃならないし、またそこに対応しなければ商店街がさびれてしまうし、地

域が空洞化するという状況もあるわけなので、一方でコミュニティとか地域とか言って

いながら、実は目配りが逆の意味でなされていないんじゃないかというのが、福祉サー

ビス市場の健全な発展のところの２つ目の問題です。 
それから、３つ目は先ほどの低所得者問題でございまして、確かに４４ページ、４５

ページのところで、生活保護の問題が残っていますと言われていますけれども、特別擁

護老人ホームの個室化を進めてきたときに、実際問題としてあれは利用できないんです

よ。そのときに特別擁護老人ホームは、差別化、区別化を進めるんでしょうかね。現実

にもう起きているわけですよ。入れない。入る人に対して自治体が責任を持たなきゃい

けない。そんなことを果たして私どもは簡単に許していていいのか。生活の質とＱＯＬ

は、所得の高い人だけに保障されることなのか。それは、かつて社会福祉がノーマライ

ゼーションとか、そういうふうに求めてきたことと逆行することをそう簡単に認めるの

かということも含めて書き込んでもらわないと、所得の高い層だけがＱＯＬで、所得の

低い層は自業自得だみたいな論議というのは、私は、社会福祉の歴史から言って、とて

もじゃないけれども、容認できないなと思っています。 
だから、今の有料老人ホームとか、あるいは個室の特別擁護老人ホームはけしからん

とか、そう単純に言う気はありませんが、もう少し低所得者対策の目配りをしておかな

いと、さっき言ったことに絡むんですが、ただ、サービスの選択の幅を横に広げるだけ

の自由度だけでは済まないのではないだろうかと思います。 
同じようなことは、情報のアクセスビリティもあるわけですが、情報のアクセスビリ

ティを、あちこち書いてございますから間違いないわけですが、情報のアクセスビリテ

ィというのは、情報を理解できないということもあるし、あるところへ相談に行けない

人に対する部分もあるわけで、そういうアウトリーチのシステムをどうつくるかという

ことをしない限り、提供された情報を自分で読んで判断して、そこにアクセスできる人

というのは、ある意味でほうっておいても社会サービスを利用しているんですよ。そう

いう人たちはある意味では所得の高い人かもしれないんです。所得の低い人というのは、

大体悪くすれば、情報のアクセスビリティは非常に弱くて、判断能力が弱くて、だから、

問題を抱えている。そこにアウトリーチするシステムをつくらなければならないわけで、

それを地域におけるというふうに言うのだとすれば、それがうまくつながっていないの

ではないかというのが次の問題です。その上で、もし健全な育成のあり方ということで

もう少し絞り込むとすれば、不適正な事業者に対する対応策のところは、もっと私など

は書き込んでいただきたいなと思っているわけです。 
最後に、有料老人ホームとかグループホームの功罪にはほとんど触れられてないので、

それで果たして福祉サービス市場ということでいいんだろうかということがあります。

これが大きな１番目の福祉サービス市場の健全な発展ということに関するメッセージを

出すとすれば、それだけでもこれだけのことがありますよというふうに私は考えます。  



その上で大きな２つ目の、地域の問題ということを、私は、これは地域福祉になって

いないと思います。率直に言って申しわけございませんが。２つの地域のとらえ方とか、

地域福祉の考え方があると、「地域の」ということと、「地域で」と、こう言われていま

すが、私は事実は地域福祉になっていないのではないかというふうに個人的には考えて

います。ただ、地域の研究者はいっぱいいらっしゃいますから、それは大橋個人の意見

だと言われればそれまでですが、私は、少なくとも今の地域福祉学会等の趨勢から言っ

て、この考え方ではないと考えています。 
その上で地域福祉のことをやるとすれば、地域トータルケアシステムをどうつくるか

ということをやっぱり考えないといけないのではないでしょうか。社会保障の一元化の

問題もあるし、それから、対人サービスの保健・医療・福祉の連携の問題があるとすれ

ば、地域トータルケアシステムを市町村でどうつくるかということをやらない限り、医

療費の削減というのはうまくいかないし、介護保険も抑えられないと思いますね。現に

私は、いろいろな自治体でアドバイザーをやっておりますが、地域トータルケアシステ

ムの発想を持ち込んでしくみをつくっていけば、医療費も安くなるし、介護保険も抑え

ることができるということがあるわけでして、今こそ医療とか何かは財源が別々だから、

別々にやればいいんだというふうにならないということを、サービスのあり方としても、

財源論としても、あるいはサービスの効率性から言っても、トータルケアシステムとい

う論議はもっと出てもいいのではないだろうかと思っております。 
それをやっていくと、行政の再編成をせざるを得ないんじゃないだろうか。福祉事務

所とか児童相談所も含めて、その辺は再編成するという論議をもっとしないといけない

し、チームアプローチをすべきだと思うんです。私どもは、介護保険でみんな夢を見ち

ゃった部分がありますが、私どもは、介護保険の限界というのは、点と点を結ぶという

意味では介護保険の意味というのはありましたし、サービスの量を増やすということは

非常によかったわけですが、実は介護保険が入る前に、在宅介護支援センターで、地域

ケア会議などをやりながらトータルケアをやれと言っていたのが、いつの間にかどこか

へ吹っ飛んでいっちゃった。今、要支援だとか、介護度１の部分を抑制するというよう

なことがまた改めて言われていますが、財源難ではなくて、サービス利用の立場から言

っても、トータルケアシステムというのは必要なんで、そういう意味では地域ケア介護

みたいなあり方を、もっと我々は、地域というならば言うべきだろうと思います。 
また、地域というふうに言うならば、パートナーシップの問題をもっとやるべきだと

思いますね。それについては、もっと行政がポリシーメーキングをきちんとしていくん

だという論議をしていかないといけないのではないだろうかと思います。 
それから、地域でやっていくならば、コーディネートの部分が出ておりましたけれど

も、もっとこれは強く出さないとまずいんじゃないか。千葉県であれ、神奈川県であれ、

埼玉県であれ、みんな地域福祉コーディネーターというものがないと、もうこれからは

やっていかれないということで、審議会なり、あるいは地域支援計画の中で出てきてい



るときに、東京都が、かつて地域福祉サービスステーションという論議をしたわけです

ね。 
在宅介護保険支援センターと障害者地域生活支援センターと子ども家庭支援センター

という属性分野ごとに縦割りであったものを、２１世紀の初頭にはそれを全部統合して、

地域福祉サービスステーションというのをつくれというのを、この審議会で問題提起を

しているわけですよ。だから、私は、非常にあれは先見の明があったと思っているので、

もし地域ということで、ガヴァナンスだとか、フィールドだとか、言葉はよくわかりま

せんが、もしそこを言うのだとすれば、あの地域福祉サービスステーションの論議をも

っと発展させて、今こそやるべきだと言えるのではないだろうか。 
首都圏の周りの県が言っているときに、東京都がそのことを忘れていたのでは、かえ

っておかしなことではないだろうかと思っていまして、もっと地域福祉コーディネート

論というのを強く出すべきではないかと思います。特に身上看護だとか、あるいは大都

市特性でほんとうにとじこもり老人が多いわけですよ。私は、東京の豊島区にもかかわ

っていますが、豊島区は何と高齢者のうちの３０％が一人暮らしですから、３０％を超

える一人暮らしの人をどういうふうに地域につなげて支えていくかというのは大変大き

な問題でございます。まさに大型団地での孤独死をなくすということは、まさに戦いと

言わざるを得ないほどの問題なんだと思うんですね。そのことを抽象的でなく、具体的

に考えると、地域福祉コーディネート論というのは非常に重要だし、その担い手として

のコミュニティ・ソーシャルワークという考え方をもっと強く出さないとまずいんじゃ

ないか。 
それは、同時に市町村レベルではだめなんですよ。もっと分権化するということで、

これも東京都の行政改革審議会なり社会福祉審議会が「第３の分権化」という言葉を使

ってくれたわけですね。もう区市町村レベルではないと。例えば世田谷区は８６万とか

何とかと言ったって無理なわけで、もっと小さいところでやっていこうよという話を

我々は１０年ぐらい前に言っているわけですから、この「第３の分権化」という論議が

出てこない限り、地域でガヴァナンスとフィールドをつなげると言ったって、土台、８

６万でつなげられないじゃないかということにもなるのではないかと思います。 
それ以外のことで言うと、例えば成年後見制度とか何かはありますが、社会福祉の位

置づけは全然ないんですね。日本の社会福祉の一番大きな問題は、制度はつくるけれど

も、それがマンパワーとうまく結びついてなかったというのが最大の問題で、司法書士

だとか弁護士はいろいろ出てくるのに、なぜ社会福祉士は出てこないのか、私非常に不

思議な気がしてならないわけです。社会福祉士だって開業できるし、司法書士だって開

業できる。社会福祉士会という組織はなくたっていいじゃないか。現にそれで開業して

いる社会福祉士会が成年後見なんかを随分やっているわけです。司法書士や弁護士は、

確かに財産管理の部分ではかなり役割を果たしますが、身上管理の部分になったら、コ

ストの問題も含めてとてもやれないというところへ来ているわけでして、そういうふう



に見ると、社会福祉士の位置づけなどをもっとやっていただきたいなということがあり

ます。 
それからもう一つは、ＩＣＦの新しい障害概念がほとんど触れられていない。要する

に「障害者」という言葉はやめようという話なわけで、生活機能障害という論議だとか、

福祉サービス市場というのだったら、私はやっぱりＩＣＦの考え方をもっと大胆に入れ

ていただかないと、とても２１世紀の初めに出てくるものとしてはまずいのではないだ

ろうかと思います。 
細かいことはいろいろありますが、私ばっかりしゃべってもいけませんから、以上の

ことで、ほんとうに分科会はご苦労されたのだろうと思いますが、ひとつよろしくお願

いしたいと思います。言いっぱなしになりますが、ちょっと私、次の会合の関係で１１

時半には出なくてはいけないので、途中で失礼して申しわけございませんが、どうぞよ

ろしくお願いします。 
○高橋分科会長 どうもありがとうございました。大事なご指摘をいろいろいただきまし

たので、それを踏まえて少し検討させていただければと思っております。 
○小林委員 私も初めてきょう参加させていただきましたので、理解が十分ではないかと

思いますが、質問をさせていただきます。 
きょう、「これからの福祉のあり方について（案）」という何枚かの概要をいただいて

おりますが、「しくみ」という概念がいろいろな意味で使われ過ぎているのではないかと

いうことで、お聞きいただければと思います。例えば２枚目のところで使われておりま

す、一番下の四角の中に入っているところですね。ここの書き方ですと、福祉サービス

市場に対して地域における「しくみ」づくり、概要のでは「福祉サービス市場」対「地

域のしくみ」という整理になっているようですね。 
内容を読んでみますと、これは、行政という言葉がほぼこれに当たっているのではな

いかと思います。したがって、ここでは政策実施等と書いてあります。 
次のページの「福祉サービス市場」の活性化と整備というところではどう書いてある

かといいますと、市場を活性化する等、市場の問題が出て、それに対して利用者保護、

利用者支援のしくみづくりということで、これはおそらく福祉サービス市場の機能をよ

り適正にしていく、主なところは利用者支援だと思いますけれども、そのようなものを

しくみというふうにとらえていらっしゃるようですね。 
ところが、次のページのⅢの地域におけるしくみづくりということで、また「しくみ」

という言葉が出てまいりまして、これが「場としての地域におけるしくみ」、もう１つの

しくみが、ガヴァナンスと書いてあります。このようにしくみという意味が、いろいろ

な意味で使われ過ぎているのではないか。 
ガヴァナンスという概念、これはどういうふうに議論なさったのかぜひお伺いしたい

んですけれども、市場の動きに対してガヴァナンスという言葉を対置して、包括的にあ

る方向に持っていく。今ざっと読んだ限りでは、情報と計画、参加みたいなところが中



心になっているかと思うんですが、そういうふうな概念でとらえていらっしゃるのかど

うかということ。 
最後に、ガヴァナンスのところを見ていきますと、「場」と「しくみ」を結ぶ機能と書

いてありますが、今大橋委員もおっしゃっていたんですが、この「しくみ」を結ぶ機能

という意味がちょっとわからないんですね。機能で考えると言っても、そういうしくみ

をつくって、それもまたしくみなんですが、例えば協議会とか何かそういうことを考え

ていらっしゃるのか。突然そこから人材のほうに飛んでしまっていて、そういうふうな

ことをやる人材が必要だということになっているので、しくみという概念が多用され過

ぎているのではないかという気がいたします。ガヴァナンスとかフィールドとかいう言

葉で説明されておりますけれども、もうちょっとわかりやすくしていただいたほうが、

全体のメッセージをはっきりさせるためにはいいのではないかという気がいたしました。

以上です。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。「しくみ」の使い方はおっしゃるとおりかと思

っております。実は後ろのほうで、まだ東京都行政という、そこら辺のあり方の問題の

中でもう一度この問題を考え直さなくてはいけないなというふうに意識しておりまして、

ちょっと精査をさせていただきたいと思っております。 
○大道委員 私も、成果としての具体的なものを読ませていただいたのはしばらくぶりで

ございますので、ちょっと意見を申し上げたいと思います。 
１つは、「市場」という用語を「福祉サービス」という言葉と組み合わされているので

すが、「市場」という言葉を用語としてかぎ括弧をつけて、しかも、東京都の社会福祉審

議会がほんとうに位置づけてやるのかという、こういう基本的な問いかけです。 
市場原理の基本論というのは、これは言わずもがなかもしれませんが、財の最適配分

の中で市場原理が有効であることは歴史が証明していると言えると思います。しかし、

一方で、市場原理が適切に機能しなかったときの、いわゆる市場原理の失敗の補完とし

てまさに社会保障が位置づけられていたことも歴然たる事実でありまして、近代国家、

あるいはそれなりに成熟した社会では、このような社会保障の理念的な構造で社会のし

くみを動かしてきたということは事実だと思います。しかし、これはやや古典的な議論

に属するのかもしれません。時代はそれなりに推移していますから、改めて我が国の状

況、あるいは先進諸国の動きなどを多少とも見てみますと、今、経済学の教科書に書い

てあるこの種の古典的な議論は、確かに見直される必要があるのかなと思うことがござ

います。 
私は医療の立場ですけれども、いわゆる医療提供のしくみ、あるいはその基本理念の

中でこの市場原理をどう考えるかというのは、我が国では、歴史的な背景もあって深刻

な議論が展開されているところですが、医療を含む社会保障、あるいは社会福祉の中に

市場の概念を持ち込むのは、私は慎重に対応すべきと思います。市場の概念を本気で見

直すのだったら、しっかり見直さなければいけないと思います。今申し上げたような基



本的な構図というものを、東京都の社会福祉審議会がほんとうにこの議論をしたのかと。

その上で新たな基本理念的な方針を出すというのであれば、これは本気で考えなければ

いけないと改めて思っております。 
私は、「市場」という言葉を使うべきではないとか、あるいは古典論に必ずしも執着す

るつもりはありませんが、現在、実はこの市場原理にこだわった考え方で、少なくとも

医療分野ではかなり強硬な政策がとられているわけですね。私はあまり好きではない議

論なんですが、例えば米国などでの医療提供で、マネジッドケアと通常言いますけれど

も、契約に基づいた市場原理主義的契約経済と言ったらいいんでしょうか、こういう中

で展開された医療サービスが、結局、どういう成り行きになっていたかといいますと、

格差を助長する結果になっている。例えば健康とか、医療とか、福祉に配分される財が

極めて不十分で、枯渇した状況で、やむを得ず配分をしていくための１つの手法として

市場原理を使うことは、やはりなじまない。 
米国は非常に特異な状況があり、社会保障関連の財というのは必ずしも少なくはない

んですが、少なくとも我が国における社会保障財源、これはご案内のとおり決して十分

とは言えない。医療費の場合も、これだけの高齢化の中でどうしてこう抑制的なのだと

いうような思いが、関係者の間で繰り返されているわけです。要は市場原理の持ってい

る１つの側面が、効率的なサービス提供追求という名のもとに、結局のところ、社会保

障ないしは社会福祉、これは健康、医療を含めてですが、そこに配分される財を抑制す

るためのしくみとして機能してしまいがちであるという、こういう基本認識を持たなけ

ればならない、と思います。 
市場原理の基本のしくみというのは、需要と供給があって、そこで価格が変動すると

いう、こういう基本機能をとらえて市場原理というのが古典的なんですね。しかし、社

会保障の中では、それがそういうことでうまくいかないから、これは政府が出番だとい

うことで、さまざまな対応をしてきたわけです。それが成熟して今日あるんですが、で

は、これから福祉サービス市場なるもので、サービスなるものを取り扱っていく上に、

プライスをほんとうにフローティングさせるんですかと。介護保険は公定価格でありま

すし、医療保険ももちろんそうなんですけれども、一部で若干の幅があるのは見受ける

んですけれども、こういう通常の意味での市場原理というものをほんとうに社会福祉サ

ービスに入れ込んでいくというのは極めて重要なことで、大橋委員もお立場上しっかり

お述べになりましたが、私はまた別の立場ですけれども、この市場のしくみというもの

が福祉で手をかけるときの慎重さはやはりほしいなと、特に医療の立場では改めてそう

思います。 
いずれにしても、福祉サービス市場というこの切り込み方は、私は全面否定するつも

りはないんですけれども、市場の概念の再整理をしておかないといけない。古典論にと

どまる必要は私はないと思いますが、そこは専門家もそれなりの議論があるところでし

ょうけれども、視点の１つとしてはお話し申し上げたい。 



それともう一つ、今回のご提案の中で、地域という前に、フィールドということとガ

ヴァナンスということの概念を取り上げておられて、このあたりが新しい福祉サービス

の、医療を含めてもいいのかもしれませんが、行き着くところまで行った今後の社会に

おける市場の新しい姿というものの要素としているのかとも思います。フィールドとか、

あるいはガヴァナンスと横文字で書かれていますけれども、そういうもので何か新しい

秩序が生まれてくるのかなという期待感はあるんですが、読ませていただいた範囲の中

では、いわゆる福祉サービスは、まだ現実に必要なだけのサービスがそろってないとか、

必要なサービスが不十分だからこそ、あるサービスがあるところに偏っているという次

元の問題がまだ色濃いというのが、我が国の、特に東京も含めた状況なのではないかと

思います。 
そういうところで、フィールドとかガヴァナンスというのは、用語は確かに期待感を

持たせますけれども、ガヴァナンスというのは、従来の市場の失敗の果てに対応してき

た政府がやるべき役割を、なお余地を残しているんじゃないかと。そこのところを、も

しガヴァナンスという言葉を使うのであれば、もうちょっとそのあたりの基本的な受け

とめ方を示してほしい。ガヴァナンス、これは決して新しい概念でも何でもないんです

が、公権力、あるいは行政が持つそれなりの権限というものをどうやって、あえて言う

なら市場なるものが目の前に出てきているなら、そこに新しいかかわり方をするのだっ

たら具体的にどうなんだということになります。 
先ほども世田谷区の話が出ましたが、７０万、８０万の基礎自治体のガヴァナンスは

ちょっと違うなと。それじゃ、今般の自治体って一体何なんだと。行政機構は、今どち

らかというと拡大統合的な方向にあります。では、地域でガヴァナンスに相当するもの

って一体なんでしょうかと。医療でもあります。医療計画というのがあって、これはあ

る種のガヴァナンスを期待されているんですね。２次医療圏というのは区が複合してい

るんですけれども、これは国とは違う、県とも違う。しかし、その下のある種の地域な

んです。そこにガヴァナンスを持たせようと思っても、法律でできるわけではないんで

すね。あなたの病院の病床を減らしてうちの病床を増やしましょう。それは地域に足り

ない病院を建設するためですというけれども、これをやるのは容易なことではない。 
こういうガヴァナンスの権能というものを発揮させることの難しさというのは、たま

たま医療では多少とも先を行っているというか、経験されていることなので、ここでご

提案されている「場」というものと、そこにかかわるある種の公的権限なんでしょうね。

これとのかかわりは、新しい姿が期待されているのだなとは思うんですが、そこを東京

都の社会福祉審議会がどういう入り込み方をしていくのか。問題が多少とも先鋭化して

いるだけに、大事なところを突いておられるなという思いと同時に、なおまだちょっと

先が見えないというのが私の印象です。 
それと蛇足でもないんですけれども、医療とのかかわりがもう少し欲しいと思います。

僕はどうしても医療の立場だから、今後の東京都の地域福祉の中でも、やっぱり医療は



大事なんですよ、実態的には。はっきり言って財の配分も、正直言って現実的にはまだ

まだ多い。福祉的な関係で介護保険でも、介護施設には大変な財が投入されていますし、

一方で施設と地域とのかかわりはなかなか難しいというところが、いろいろな枠組みの

中でも認識されています。決してトータルケアとか、まあ、一体的なという言葉は簡単

なんですけれども、もうちょっと現実に日本の医療の置かれている状況、特に地域の中、

東京都、あるいは場合によっては、それぞれの地域の中での医療と地域福祉とのかかわ

りというのは、私が怠慢なのかもしれませんが、もうちょっと中へ踏み込んでいただき

たいなというのが３番目の意見でございます。以上です。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。新村委員、どうぞ。 
○新村委員 起草委員会のご努力がにじむようなペーパーを見せていただきまして、最初

の感じは格好よくまとまっているなという感じでございました。ただ、よく読んでみま

すと、今、委員の皆様がおっしゃったようなところに、若干よくわからない部分があり

ますので、それを中心にお話ししたいと思います。 
最初に、今回は福祉サービス市場ということで最初から議論を始めたということでご

ざいまして、市場と言っても疑似市場であるという三浦委員長のメモを前提に議論を始

めたわけでございます。ここでは、一応市場と疑似市場との違いが大変きれいに、うま

く整理できていると思います。ただし、あくまでもこれは疑似市場であって、今、大道

委員がおっしゃったように、いわゆる市場メカニズムは効かないところでありますので、

それをどう整理するのかなと非常に悩んでいたところでございますが、一応ここではガ

ヴァナンスというのがそういう役割のものであるというふうに私は読み取ったんです。 
まだ、疑似市場であると。しかし、ある程度市場ルールを整備しなくちゃいけない。

そこまでは非常に納得的なんですが、その次に、場とガヴァナンスと分けたところとそ

の市場との関係がどうも説明不足のような気がいたしました。おそらく価格メカニズム

が効かないということはだれもが承知している福祉サービス市場の特徴でございますの

で、そのかわりに何らかのガヴァナンスという形で全体のグランドデザインを決めるよ

うなものが必要であるということはわかるんですが、それが、従来ですと措置という形

で全く公的主体がやってきたわけですけれども、今後、そうではないというふうに書い

てあるところまではわかるんです。しかし、その後、それではガヴァナンスの主体が一

体どういうものであって、それがどんな形でガヴァナンスを効かせるのかというところ

が、ちょっと読ませていただいてもピンとこないんですね。 
私が勝手に類推すると、１つのネットワークのようなものがその主体になって、あく

までも公的主体が、制度づくりという意味での大きな役割は持つけれども、従来のよう

なものではないというような、何か新しいネットワークのようなものをお考えになって

いるのかなとは思うんですが、文章の中にあまり書いてないので、そこがよくわからな

い。一体そこはどういう形で、何を使ってガヴァナンスを効かせるのかというところも

もうちょっと書き込んでいただかないと、なかなか理解ができないなという感想を持ち



ました。 
こういうふうに考えてきますと、フィールドという概念が、ちょっとリダンダントな

んじゃないかと。要するに市場と言えば、そこは１つのフィールドであって、福祉とい

うのはあくまでも地域限定にならざるを得ない。だから、マーケットプレイスという意

味では、マーケットは既にフィールドなので、そこがどうもリダンダンシーといいます

か、重なっちゃっていて整理がうまくつかない理由のような気がしまして、私みたいな

単純思考の人は、価格メカニズムにかわるメカニズムとしてガヴァナンスがあるんだよ

と。そのガヴァナンスについては、これまで前人未到の場であるから、新しいしくみを

つくらなくちゃいけないんだというふうに提示しちゃったほうがわかりやすいのかなと、

非常に単純思考で申しわけないんですけれども、そういう感じを持ちました。 
そうしますと、前段の「しくみ」という言葉が何重にも使われているというときに、

市場ルールというのは、全くマーケットのほうのルールのセットであって、それと別に

制御ルールというのが必要である。それがガヴァナンスである。制御ルールというのが、

市場では神の見えざる手で、非常にクラシックにいきますと、価格メカニズムというの

があるんだけれども、それのないところでどういう制御ルールを考えるかというふうな

問題設定をしていって、その中で主体のそれぞれの役割のようなものが明確で、ある程

度具体的な提案を持って、そこまで書き込まれるともうちょっとわかりやすいのかなと

いう感じがいたしました。以上でございます。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。先ほど大橋委員がおっしゃった、多分地域包

括ケアの問題と、それをどう具体化していくかという中で、東京都と市町村と、それか

ら、総務省の地方制度改革の中で出てくる住民自治組織というか、そこら辺の問題をも

うちょっと引っ張り出して、これとつき合わせた議論という、そこら辺のことが、話題

には上っているんですが、まだ深められていないという、そこが非常に大きなポイント

かなと。 
それから、大分前にありました、先ほどおっしゃった地域福祉ステーションの議論は、

実は国のほうの議論でも動き始めていますので、それとの見合いの議論はしなくてはと

いう議論はちょっとしていて、これはまだ時間切れみたいなところがあって、多分、東

京都、市町村、国の関係の議論を一度潜らせないとできないかなという、そこら辺がま

だ時間不足であるということは、おっしゃったとおり十分そこは詰め切れていないまま

出しているということは承知をしておりますので、そこら辺は少し検討させていただき

たいと思います。 
○大本委員 大本でございます。今、議論になっていることで、私も同じ議論をさせてい

ただきたいんですけれども、１つは市場ということと、それからもう一つは分権という

２点です。 
市場原理といった場合に、それは徹底した自由というけれども、競争と言っても公正

な競争ということが必要なんだと思います。そうでないと質を確保できない。公正とい



った場合に、例えば労働条件は、公共も、あるいはＮＰＯも、それから民間企業も、そ

れぞれのいろいろな担い手が出てくるわけですが。公正な競争をしていく必要がある。

そのときの公正とは、最終的なサービスの質を確保していく上では、働く人間たちの労

働条件をどうしていくかという、そこら辺のところをちゃんと押さえておかないと、結

局、労働条件を悪くして質を悪くする、それで競争に勝っていくというふうになりかね

ないような感じがする。その点はどう考えているかということ。 
もう一つは、市場のルールとして徹底した監視機構というのが必要なんだと思います。

つまり、市場というけれども、いい面と同時に、大変悪質な問題というのが競争の中で

出てくる。それに対する監視のシステムをどうしていくのか。非常に厳しい監視がない

限り、やりたい放題ということにもなりかねないという感じがするんですね。そういう

意味で、１５ページに、不正な事業所を市場から排除することといった場合の、これは

１つの監視機構になるんですけれども、そのときの内容といいますか、この内容でほん

とうに監視ができるのか。例えば監視するときのしくみで、どういう権限を持って、例

えば調査する権限、入り込める権限をどのようにつけるかとか、それから、処分の権限

をどのくらいつけるかとか、そういうようなことで立ち入らない限り、活動に対する不

正を明らかにするというのは非常に困難になってくるのでないかと思います。その点で、

ここの部分についてもう少し厳しい監視体制が必要になるのでないかと思います。 
それから、分権化ということですけれども、今議論されている福祉というのを実現す

るというのは、極めて小さな地域の中で行っていかない限り、きめの細かな、パーソナ

ルなケアというのは非常に困難であると。ここで出てきました、１００万人の自治体に

権限が下ろされたとしても、それで福祉が担えるわけではないので、そのときの、ここ

ではコミュニティという言葉が使われているんですけれども、もう少し小さな地区レベ

ルにどれだけ権限が下ろせるか。それからもう一つは、分権化といった場合に、地域の

権限とか財源だけではなくて、人に対する権限をどう移譲できるか。いわゆる中心的な

担い手になる人にまで権限をどこまで下ろせるか。なぜそういうことをするかというと、

それぞれが担っているセクターの自発的な活動をもっと活性化する意味で、ここで福祉

の市場の活性化というふうな概念が出てきますけれども、活性化させる意味で、ただ自

由にやるということではなくて、それなりの権限を下ろしていって、そして自発的にや

れるというような、それは小さな地区であり、かつ人にまで権限を下ろしていくという、

そういうことが望まれるんじゃないかと思います。そういう点で、それに対する２１世

紀のこれからの取り組みとして、もう少し大胆な……。 
今、新しい地域の概念というのがここでいろいろ提起されておりますけれども、まだ

その概念が成熟されていないですね。そういう意味で、活性化の内容として徹底的に分

権化して、地区の人まで下ろしていけるような、そういうしくみが必要ではないかと感

じたわけです。以上です。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。それでは、少しご意見をいただきたいと思い



ますが、いかがでしょうか。 
○手塚委員 私も専門分科会の委員として参加させていただきました。そちらの委員の皆

様のご意見、おっしゃるとおりの面もあると思います。ただ、現在の時点の福祉に医療

も含めるかどうかというと、まだ議論が出てくるところだと思いますが、いずれにしろ、

医療にしても介護にしても、これからの高齢化時代で、今までのような、すべての財を

行政が管理して、１００％与えるという、そういう福祉から変わってきているわけです

ね。そこには自助なり何なりの新しい原理が出てくるはずであって、その点で、日本の

場合に、これは私の独自の意見ですから、どうぞお聞き棄ていただきたいんですが、戦

後の社会というのは、個人ができないことはすべて国や自治体がやるということに転換

をしたおかしな時代だったと思うんです。ですから、ある意味では戦前の国家主義の裏

返しみたいなもので、個人ができないことは家族がやる。家族ができないことは地域が

やる。地域ができないことは、教会なり職域団体なり何なりがやる。最後に自治体や国

が出てくるというのが西欧型のいわゆるソーシャルという意味だったと思うんです。そ

のことについて、私は、今まで忘れ去られていたものを東京都の中にもう一回再構築し

ようと。そこには、かなり市場原理に近いものでサービス提供者があれば、逆にニーズ

があれば、そこに純粋の経済的な市場に近いものから、三浦委員長のお言葉を借りれば

疑似市場的なものからいろいろなものがあるわけでして、それをきちんとこの段階では

っきりしておきたいという気持ちに、「市場」という言葉を使った１つの私たちの意図が

あったということをご理解いただきたいということです。 
ですから、医療は、はっきり申し上げれば、最善の医療を安く、すべての人が受ける

ということは、今の時代では、だんだん医療技術の進歩とともに不可能になってきてい

るのは事実だと思うので、そのときに、どういうところで行政、ガヴァナンスが線を引

くかということは、これは議論がたくさんあるところですから、それぞれの立場で違う

医療の例を１つとっても、福祉についてもやっぱり線を引いて切るということではなく

て、必要な福祉サービスを十分に市場原理で確保できない場合は、従来の福祉型のしく

みでニーズに応ずるだけの供給をする。そして、最も不足しているのは情報と、それの

担い手の伝達者である人が不足しているというのが日本の実情だと思いますから、それ

を何とか東京の中に再構築するということがこのペーパーの課題ではないかなというこ

とで、ご指摘いただいたような点は再度議論いたしますけれども、そのように考えてお

ります。 
先ほど来、福祉なり医療なりのご専門家の方に対して、経済学者からのご発言がない

かなと思って伺っていたんですけれども、大本委員が経済学の領域からおっしゃってい

ただきました。市場にはフェアコンペチションというのは絶対に必要ですから、何がフ

ェアネスであり、何が公正公平であるのかという、例えば高齢化社会においては、世代

間の公平というのが今一番問われているわけです。そういうようなことも考えたいなと

思いながら話を伺っていました。これはペーパーに対して補足するような形で申し上げ



たということです。 
○田端委員 私は、前回の総会のときも意見を申し上げておきましたので、きょう初めて

ご出席という委員の先生方もいらっしゃいましたから、伺っておりまして、今、手塚委

員が、そちら側の委員とおっしゃいましたが、私が座っている場所からいうと、こちら

側の委員がおっしゃられた意見は全く同感するところが非常に多いです。 
時間もありませんから、簡単に総括的な感想という意味で言わせていただきますと、

「これからの福祉のあり方」というタイトルになっておりますけれども、いただきまし

た意見具申の素案というのは、完全にいわゆる市場問題であるということで、私は全体

を読んだときには、少しあきらめの感じにもなってしまいました。 
今いろいろ出された問題の中で、最後まで私は疑問に思っておりますのは、政府の失

敗あるいは市場の失敗と言われたことに対して、これから２１世紀というのは民間と言

われ、その１つの担い手がいわゆる市場ですけれども、疑似市場と三浦委員長がおっし

ゃったように、もう一つある。 
ところが、そのことのとらえ方がどこかにあらわれているんですが、最後のほうの地

域におけるしくみづくりの中で、場としての地域における取り組み方ということは、非

常に狭くとらえられていると思うんですね。それはどういう意味かというと、この概要

のほうが非常に端的にはっきりしてしまうんですけれども、福祉サービスが提供される

場としての地域であって、この説明では、福祉サービスは、利用者が暮らす場所で、福

祉サービス提供者が事業を展開する場所、それが地域であってしまう。これからの福祉

というあり方を考えると、最初に今井委員のご発言の中にもありましたけれども、生活

する人たちが、たとえ日常生活に何らかの障害があっても、地域社会の中で人間らしく

いきいきと暮らすという福祉のあり方のタイトルはそう考えられるんですけれども、文

脈からはそうではなくて、福祉サービスの利用者と、その人たちの利用する福祉サービ

スを供給される、疑似市場が含められていると言われても、あまりにもその部分が出て

こないのではないか。必要な取り組みやニーズの発見で新たな事業への取り組みと言っ

ても、いわゆる市場サービスと言われているものの新たな事業への取り組みがあります

が、大橋委員がコミュニティビジネスという用語を使われたように、地域で生活する人々

が自らつくり出す事業というようなことへの取り組みという場が地域であるというよう

なとらえ方はされているかというと、この全体の中には出てこない。利用者や事業者に

対する支援というのも、サービス利用者と、提供する今のいわゆる市場サービス、市場

活性化に限られてしまっているような気がして、地域福祉のあり方というには少し離れ

て限定されてしまった。こういう形で行くのでしたら、これからの東京都の審議会の意

見にはサブタイトルが必要なのではないかと、全体を読んで思いました。具体的なこと

はこちら側の委員がおっしゃいましたから、省略いたします。 
○高橋分科会長 ありがとうございました。地域におけるフィールド、ガヴァナンスとい

う概念の掘り下げがまだ不十分だということは私も十分認識をしておりますので、そう



いう意味で、ご指摘を踏まえて議論を整理してみたいなと思っております。 
○渡辺（光）委員 ２６ページの地域における活動の中核を担う人材というところの１つ

目なんですが、「地域において、そこに暮らす住民のニーズや活動する提供主体等の状況

を把握し、それをコーディネイトして適切なサービスを実現する人材も育ってきている」

という文言なんですが、果たしてほんとうに育っているのかという疑問を持っておりま

す。 
先ほど大本委員からもお話がありましたけれども、システムですとか、機能、それを

動かしていくのは人材なわけですが、人材育成の再構築というか、専門職のスキルアッ

プといいますか、それが非常に必要なのではないかという気がいたします。例えばホー

ムヘルパーの育成をしている教育機関が、年間２万人以上を輩出している。それが、今、

日本に何十カ所かあるわけですけれども、そのほんの一握りしか実際には現場に入って

いない。それはどういうことなのかということ。少子化が進む中、働く若い人たちが減

っていく中で、どういうふうに女性とか中高年を活用していくのかということ。 
もう一つは、生きがいを持って働ける雇用条件とか環境整備、そのところの人材に関

するところが少し少ないかなという感想を持っております。以上です。 
○高橋分科会長 どうぞ、三宅委員。 
○三宅委員 全体的な感想をちょっと述べさせていただきたいんですが、本検討分科会の

テーマ設定の趣旨というのが、多様な事業者が競い合い、利用者に必要なサービスを提

供する福祉サービス市場の役割と、その将来的方向性を総合的に検討して、大都市東京

におけるこれからの福祉のあり方を探るというのがまさにテーマ設定の趣旨だというふ

うに私は理解しているわけです。 
この趣旨を踏まえますと、このたび出された２つの方向性ということで、第二章にお

ける福祉サービス市場の活性化と整備、それから、第三章の地域におけるしくみづくり、

２つの方向性が出ているわけです。別に地域におけるしくみづくりを軽視するつもりは

毛頭ありませんし、大切な視点だとは思いますけれども、このために、むしろ福祉サー

ビス市場の活性化と整備という、言ってみればテーマ設定の趣旨の部分がかなり拡散を

してしまったんじゃないかという印象を持っております。それが１点です。 
それからもう１点、これからの福祉のあり方と言ったときに、大体どの辺を視野に入

れるんでしょうかというふうなことで、いろいろご議論があったところで、大体２０１

０年から２０１５年に向けて取り組むべき課題を整理していくと、こういうお話があっ

たんですが、もう一つ、将来的な２０１０年、２０１５年といった将来的な視点が何か

薄まったような気が私はしております。以上です。 
○高橋分科会長 ありがとうございます。おそらく究極的な視野については、行政のあり

方論をやるとき、当然視野に入れなければいけないかと思いますので、そこら辺でもう

一度少し議論をしてみたいなと思っております。 
それから、おっしゃるとおり、第二章と第三章のつなぎ方というか、そこら辺は、ま



だ踏み込みというか、先ほどからいろいろ議論をいただいておりますのは、そこの関係

がきちんと整理し切れていないという、そういうご指摘の議論というふうに理解をして

おります。問題は、東京都、区市町村の行政のあり方論をやる段階で、もう一度そこら

辺を見直していくという、そういう作業になるかなというふうに、今までの議論も含め

まして検討させていただければと思っております。 
どうぞ、今井委員。 

○今井委員 今のお話を踏まえまして、今度は個別というか、細かいことになりますが、

これは、全体的に見ると、何となくつながっていない部分について、今のお話を伺って

いると、分科会長のお話でかなりまとまったかなという気はするんですが、要は行政側

が一生懸命いいことを後ろのほうに入れていて、例えば２０ページのニーズの発見の場

とかいうことで、むしろニーズを表明できない人々をどう取り上げていくかみたいなの

もきちっと入っているんですよね。 
先ほど大橋委員が、弱い者は手を挙げられないというお話もありましたけれども、こ

ういった細かいことまでちゃんと気を使って入れているにもかかわらず、全体が見えて

こないのは、全体に何となく市場経済至上主義の網がかかっているような感じで抵抗の

ある文章に見えちゃうのは、多分、割り振りがうまくいっていないからだと思うんです。

市場と言っても、まさに疑似市場なんですけれども、その疑似市場の部分についてきっ

ちりと書き込んだときに、行政がせねばならないことの中は、また別まとめになさった

ほうがいいのかなと思います。 
その中で、昨今の傾向からいって、どうもこのごろ、いわゆる「規制緩和」という言

葉に踊らされてしまって、何らかの基準だとか、規格だとか、規定みたいなものはつく

りづらくなっていますけれども、少なくとも、例えば有料老人ホームみたいなものも含

めた、先ほどの新村委員がおっしゃった、行政はなるべく最後の部分のところの、いわ

ゆる福祉を受け持って、できるだけ市場に開放した形で多くの部分をという形になると、

やっぱりそこの部分では行政が何らかの基準や規格や規定、特に安全管理に関してと人

権に関しては必要だと思いまして、先ほど大本委員が、そこの部分は、１５ページのと

ころで、これは必要ですとおっしゃっていた部分があると思うんです。１６ページの２

番目の事業者指定のしくみの改善のところに、突然罰則の強化が来るんじゃなくて、先

に基準づくりはしてあげるという、そこの部分が絶対必要かなという気がします。 
また一方で、行政のほうがニーズの発見をするとか、そういうようなことを考えた場

合のことなんですけれども、これが今度は全く福祉に立脚した状態で、例えば弱者の方々

を、これは、コスタリカなんかにはパラ・タキソノミストという発想があって、地元で

草の根のようにしている人たちが持ち上げてきて、自分自身は、これが何なんだかまだ

よくはわかってなくても、通報すると、それについてちゃんと専門家が見にいったとき

には、この人は必要、この人は必要じゃないという判断ができるようなやり方みたいな

ことが、草の根的なもの、ただし、言う人もただのお節介じゃなくて、ちゃんとした３



日間か４日間の講習を受けて、どういうことをポイントとして、いわゆる福祉が必要な

人がそこのところに要るというのを探してくるかみたいなことをやる。そういうような

ことがあるんですけれども、そういう人員をつくるとか、そういった、いわゆる法の中

でつくっていけるような人材みたいなもののことをここのところには書き込んでいくと

いうような形でいけると、大分差別化が図れてというか、いわゆる民ができるようなも

のと、それから、官がせねばならないことが分けて考えられるんじゃないかなと思いま

す。以上です。 
○高橋分科会長 ありがとうございます。そろそろ予定の時間が近づいておりますが、三

浦委員のほうから。 
○三浦委員 随分いろいろなご意見をまとめていただいてありがとうございました。大変

難しい問題を、よくここまで整理されたなという感じがしておるわけですけれども、た

だあえて、先ほど出ましたご意見等を含めて言いますと、なお幾つか検討することがあ

るなと感じております。 

  まず最初に、手塚委員から出されました今回のねらいの重要な点というのは、従来の

自助型はもちろんでしょうけれども、措置型の福祉からの転換が図られてきた、これは

明らかな方向だと思うんです。それをハカリにする場合に、利用者側のほうは、私の言

葉で言えば、いわゆるニーズというものが、いわゆる自由化すると本人自身の選択に変

わってきたというふうな状況、これは一般的な流れとして当然の方向だと思うわけです。 

  それに対応するほうの供給サイドの議論というのは、実はこれがなかなか従来の行政

中心の提供システムから完全に脱却していない。そこに民営化だとか多元化の議論とい

うものが出始めてきていると思うんです。そこのところに、実は市場というのが、介護

保険が典型的な例だったわけですけれども、それが入ることによりまして、一般の介護

保険市場というのができ上がってきたのだと思うんです。特に介護保険市場の場合には、

在宅サービスを中心に、冒頭にも出ておりますように、大変事業者が増えてきたという

点で、市場に導入したことによってのメリット面というのは十分あると思います。 

先ほど大道委員がご指摘になられた、アメリカの場合も、実はかつてナーシングホー

ムが足らない場合に市場原理を入れまして、これによって、老人ホームについての需要

に対応するという方向が出てきたことは事実です。それとアメリカの場合には、例のナ

ーシングホームのスキャンダルが出まして、マフィアなどが入り込みまして、大変重大

な問題になってきたということがありました。そういう意味で、ただ単なる市場ではだ

めだというふうなことが出てきた議論はあったと思うんですね。 

  そういう意味では、日本の場合でも介護保険に関しましては、在宅に関しましては、

そういう意味での市場というのは、大変うまく効いてきておるという部分もあります。

しかし、まだ施設のほうについて見ると、これは必ずしもそうなっていないということ

は事実だと思うんです。にもかかわらず、全体的に見ると、経済的な意味での市場化と

いうものが全面的に入ってきているというのが今の空気ではないか。 



  そういうような中で、果たして社会福祉においては、その市場化の流れをどういうふ

うに考えるかというようなことで、議論していただいたというのがそもそもの始まりで、

私、先ほど申し上げました、ただ単なる自助と公助の間にあります、いわゆる共助と言

われておりますもの、その流れの１つとして市場の議論というのが定義されたというの

は、手塚委員のご指摘のとおりだろうと思っているわけです。 

  ただその市場が、いわゆる経済的市場だけでいけるかどうかということは、いろいろ

な面からご指摘があった点ではないだろうか。その場合、先ほど市場の言葉を使うのは

どうかとおっしゃったのは、まさしくそういうときの格好づけにならざるを得ないと思

っておりますし、全体の流れ自身は、いわゆる市場化の方向というのは、国を含めてず

っと大きく流れてきた。その場合に、こういう社会というのは、いろいろな概念規定が

ありますが、社会サービスの環境と、その中における市場化というときにはどういうよ

うな問題があるのかというようなことが、実は今回の問題意識の１つの前提になってい

たという点は、ご指摘のとおりじゃなかったかと思っております。 

  そのことで、きょういただいたご意見は大変重要な議論じゃないかと思っておりまし

て、それはつまり、新しい学説をつくるようなものですからね。これは大変審議会の起

草委員会の中でご苦労されていることは重々承知の上で、私自身も明確な方向を持って

おるわけではありませんけれども、そういうふうなことを議論しなきゃならないことは

事実だろうと思っているわけです。 

  その中で幾つかの議論が出てきたなという感じがしておりまして、先ほど、今の市場

化原理を入れたのはいいけれども、それが展開しているところと展開していない部分が

あるんですね。例えば、障害者の支援制度ができたけれども、そちらのほうの市場化と

いうのは、必ずしも進んでいるとは言えないです。そして市場化といいましょうか、そ

こに入ってきています多様な供給主体のほうから見ますと、その中には必ずしも営利企

業じゃない、いわゆる非営利企業といいましょうか、企業とは言いません、非営利的な

諸団体や、当事者団体を含む、こういったものが非常に盛り上がってきている。この辺

のところを市場化の中でどう見るか。 

  市場というのは、利潤の極大化を目指す場においては、こういったものは入ってこな

いだろうと思います。そこに入ってきておるのは、一種の社会的なミッションみたいな

ものを前提とした上で出てきている部分も入っている。それらを市場というかどうかは

議論があろうと思いますけれども、実は福祉的市場の中にはそういう要素が入っている

んじゃないか。 

ですから、利潤の極大化という形での市場原理という形のものは、これはうまく適応

できない。それと同時に、もう１つご指摘ありましたように、つまり価格メカニズムが

働かない。というのは、介護報酬が決められているように、医療報酬も決められている

わけですね。そこで一定の枠が決められていますから、価格メカニズムが十分に働かな

いというのは当然のことなんですね。にもかかわらず、そこで利潤の極大化を図ろうと



しますと、大本委員のおっしゃっているような、そういうものが出てくるんだろうと思

います。その点では、事業者自身の、やっぱり福祉市場への参加ということについての

自覚を促すといいましょうか、その辺のところもどこかで触れておいてほしいなと。当

然事業者のモラルというのがあるわけで、一般の商売をやりますよというモラルとは違

うんだというふうな点は、当然のこととはいえ、確認しておいてもらったほうがいいん

じゃないだろうか。あくまでもそれは社会福祉サービスにおける市場参加という場合の

モラルと申しましょうか、ミッション、こういったことなどはその前提の上で行われて

いるということを、お考えいただいていいんじゃないか。 

  それからもう１つ、先ほどのことと関連があるんですけれども、保育の問題が出まし

たが、保育の問題というのは、特にきょうは武田委員がいらっしゃるし、大本委員もお

っしゃったと思うんですけれども、実はこれは措置制度の変形にすぎない。だから、東

京都において認証保育所を出しましたが、保育所については手がついていない。これは

非常にアンバランスだと思うんですね。認証保育所と普通の認可保育所というのはどう

違うんだと。というのは、どちらかといえば、実は認可保育所がおかしいんじゃないか。

これは措置の受け皿なんですね。そんなものが一方で、保育所を利用者が選択できると

いうだけで、あとの仕掛けを全部措置制度に残すような、そういう形でこんなものを市

場化し得ないだろう。だから、やっていることは同じことなんですね。従来のとおり、

公費で建物は補助し、それから運営費につきましても、圧倒的な公費補助をやってきた。

そういうふうなものが実は片一方にあります。 

  一方においては、福祉市場を健全発展させるためには、そこら辺は、私はやっぱりも

っと自由化して、規制緩和をきちんとさせなきゃいけない。そういう要素もあるんじゃ

ないかというあたりを、できればこの中でうたっておいてほしいな。それをしながら、

一方において公正さというのをどう確保するかということではないだろうかと思ってお

ります。 

  とにかくそういうものについて見ると、私は保育を利用する人と利用していない人の

間の不公平はひどいものだと思っておりますからね。サービスを利用できないだけじゃ

なくて、経済的な負担も全然違うんですね。そういったことがまかり通っている公正と

いうのはあり得ないと思っていますので、そんなところでいきますと、やっぱり私は、

規制緩和の問題をもっと徹底させるということは、一方においては必要なんだろうと。

その規制緩和は、先ほど言った前提の上での規制緩和の問題で、そこら辺もちょっと触

れておいてほしいなという感じはいたしております。 

  それからもう１つは、これも大橋委員その他から出ましたように、やっぱり市場化の

中で出てきている議論の中で、これは選択を基礎としますからね。微妙な問題というの

は、実はそれに乗り切れない人たちの問題だと思うんですね。それは低所得者であった

り、情報が足らない人だったり、その意味で、実はセーフティネットの議論というのは、

一方の議論となっていたわけです。 



  このセーフティネットの議論というのは、規制緩和も含めた議論になりますが、それ

だけじゃなく、実は市場サービスに乗っかり得ないような、そういう人とか条件という

ものがあるわけですね。これらをどうやって保護して守っていくのかという意味で、セ

ーフティネットをもう少し広い意味で考えるべきじゃないだろうか。この議論でいきま

すと、セーフティネットは、措置制度を残しましたということだけではないんじゃない

か。セーフティネットを新しく構築し直すという、そこら辺の議論がもう１つ要るんじ

ゃないかという気がしております。その辺をちょっと、強いて言うとセーフティネット

の議論ということについて、多分これは役割の中の議論にあるんだと思いますが、もう

少しここのところは深めて、もう一歩考えていいのかなという、そういう気がいたして

おりました。その辺のところが、ちょっと感じとして申し上げておきたかったわけです。 

  それから、大きな問題というのは、先ほど分科会長から、今どうなっているか、やっ

ぱりどうも私はこの辺が引っかかってきまして、やっぱり地域におけるフィールドと、

それからガヴァナンスとしての２つのしくみが出ましたけれども、大変新しい概念では

ありますけれども、先ほど大橋委員から出された議論にも関連するのは、実はある意味

で、地域住民によるというのが入ったんですね。これはガヴァナンスだけでいいのかど

うかですね。その辺の問題が実は大変重要なんじゃないだろうかという感じがしまして、

この２つを割り切るだけじゃなくして、やっぱりそこら辺のところはどうするか。 

  ある意味で、東京都の審議会の今までのケースというものは、どちらかというと、そ

こら辺に重点を置いてあったと思うんですね。地域の場において、しかも地域住民の参

画、参加によって支えられているという、そういうもの。これも新しい市場として考え

ていいんじゃないかなということが、実は流れの中にあったんだと思うんですね。そこ

ら辺のところが、今回ちょっと弱くなってきたなという印象があります。 

  その意味でいきますと、私は、組み方の問題では、むしろ福祉市場の問題に出る前に、

むしろ地域ネットのほうを先に出して、今までの基調をちゃんと踏まえた上で、その中

で、先ほど言われたことですが、地域の場合には、まさしく利用者と、それから供給者

がその場において、合致する場として、これは地域なんですね。そういうふうな地域が

大変重要なのであって、コミュニティビジネスの議論もそうだと思いますので、そうい

った点を少しうたっていく中において、市場がどういうふうに役割を持つかというふう

な考え方をすると、あるいは今の問題は片づくのかもしれないなという点で、地域は、

やっぱりフィールドとガヴァナンスだけに分けてしまうということでは、ちょっと今ま

での議論の流れからいくと、少し先へ行くと問題があるのかなという、そんなふうな気

がしているわけです。 

  ここまで言うと私個人の意見になりましょうから、実は全体を通して、今、何をやる

かというのは、日本の社会福祉といいましょうか、そういうものを考えてくる場合に、

一種のパラダイムなんですね。先ほど、手塚委員が言われたことと非常に似ていること

なんですけれども、よく最近、自助、共助、公助というふうに、言葉の上ではずっと出



てきているわけです。そういったものをもっとフィールドの中で組み立てをした上で、

もう少し具体化していくためにも、その辺のところが重要だと。私は特に福祉サービス

についてはかなり重要だと思って、東京都の審議会の初めからずっと繰り返しやってい

る問題意識の１つというのは、つまり、地域住民がみずからつくり、みずから支えてい

く、そういったものを軸に持っていくべきじゃないか。そこらのところで、先ほど言い

ましたように、まさしく自助、公助と２つある真ん中が抜けてきた。そこのところをど

うやって回復するのかという、それがこれからの地域の活性化の問題であり、実は福祉

そのものの活性化の問題だろうという、そんな感じがしております。その辺のところで

の住民自身の、つまり自助型といいますか、相互扶助型のサービスというものが、市場

の中で位置づけられていいのではないか。それは必ずしも自助を目指すものではない。

やっぱり１つ下げてミッションを果たす場としてこういったものが考えられてきている

という点を、もう少しつないだ中に出てもらうと、今まで一貫した東京都の議論の発展

が出てくるのかなという、そんな印象、感じを持たされたりしておりました。 

  いずれにいたしましても、大変これは難しい議論で、僕はそういう意味で、各委員の

方々、ここまでやってこられた方々に感謝したいと思います。なお、もう１つ申し上げ

れば、今のような問題について、さらに深めていただければなということを、これは委

員長としてと同時に、個人としても、両方含めてお願いしたかったわけです。ほんとう

にありがとうございました。 

○高橋分科会長 ありがとうございました。１つの問題はもう長らく言われている議論で

すが、公私論を公共私論に転換する議論の中で、１つは公の議論の中から、機能論とい

うか、そういう形で出発する議論が１つあって、これは従来型のパラダイムの延長だと

いうふうに思いますが、一方で、介護保険の場合はある種の共助システムで、それは一

方で言えば財源論の問題と微妙に絡んでくるので、なかなか扱いにくいのですが、要す

るにプライベートな領域の中で発展してきた市場原理をどうやって、従来公的サービス

として考えたものを取り込んでいくか。東京都の場合は、それは基本的にはボリューム

の問題だという気がするんです。 

ボリュームというのは２つ意味があって、絶対数の大きさと同時に、ニーズの加速的

増大、その場合に、従来の公的資源の割当論ではとてもカバーできない、そういう問題

があって、まさに福祉サービス市場という、そういう仕掛けをいれてこざるを得ないん

ですが、その場合に、それをどういう形で、従来東京都が考えていた、もしくは地域福

祉と、もう一度再調整し再構築し直すかという、そこら辺の問題でいろいろご指摘をい

ただいたという感じがいたしますので、そこら辺を踏まえまして、もう一度作業を起草

委員会のほうに、きょうの議論を踏まえて戻して、改めてもう一度、三浦委員長のメモ

を、この出発点の議論を確認しながら、それから、もう一方で、これは時期的に言うと、

いつ出すんでしたっけ、ちょっとスケジュールの中で全体の動向を踏まえながら、議論

を改めて整理し、何よりも東京都の社会福祉審議会として出すということで言いますと、



理解をしていただけるような丁寧な整理ももう一度必要かなと思っておりますので、そ

んな作業で進めさせていただきたいと思っておりますので、ちょっとスケジュールを事

務局のほうからお願いします。 

○梶原計画調整課長 今期の社会福祉審議会につきましては、７月の上旬が任期というこ

とになってございます。したがいまして、７月の上旬に最終の意見具申をいただくとい

うことで、それのさかのぼりでいきますと、起草委員会を行って、分科会のほうでたた

いて、そして最終の全体の審議会という日程になろうかと思っております。 

○高橋分科会長 ありがとうございます。それでは、大変いろいろ貴重な意見をいただき

ましたので、それを踏まえまして、次はさらにバージョンを上げてご検討をいただくと

いうことにさせていただきたいと思います。 

いろいろきょうはありがとうございました。 

 

（午後０時００分 閉会） 


